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Part Ⅰ 

決算・業績予想 



FY19 FY19 FY19 FY19 FY19

実績 実績 実績 実績 実績

2,013 ▲ 56 1,313 ▲ 16 187 ▲ 7 244 ▲ 20 269 ▲ 13

1,784 ▲ 36 1,135 ▲ 12 178 ▲ 1 220 ▲ 15 251 ▲ 8

国内部門 1,689 ▲ 41 1,053 ▲ 17 178 ▲ 1 219 ▲ 15 239 ▲ 9

国際部門 96 5 82 5 0 ▲ 0 1 ▲ 0 12 0

228 ▲ 20 178 ▲ 4 9 ▲ 6 23 ▲ 5 18 ▲ 5

役務等利益 210 ▲ 8 161 8 8 ▲ 6 21 ▲ 5 19 ▲ 5

特定･その他利益（債券除く） 25 5 24 5 1 0 2 0 ▲ 1 0

債券関係損益 ▲ 7 ▲ 17 ▲ 7 ▲ 17 ▲ 0 0 0 ▲ 0 ▲ 0 0

1,231 12 677 9 136 ▲ 3 199 2 219 4

782 ▲ 67 635 ▲ 25 51 ▲ 4 45 ▲ 22 50 ▲ 17

600 605 391 393 58 63 38 34 113 115

182 ▲ 673 244 ▲ 418 ▲ 6 ▲ 67 7 ▲ 56 ▲ 63 ▲ 132

789 ▲ 50 642 ▲ 8 51 ▲ 4 45 ▲ 22 50 ▲ 17

▲ 97 ▲ 103 ▲ 6 ▲ 31 ▲ 25 ▲ 9 ▲ 27 ▲ 24 ▲ 40 ▲ 39

84 ▲ 776 238 ▲ 449 ▲ 31 ▲ 76 ▲ 20 ▲ 80 ▲ 103 ▲ 170

▲ 110 ▲ 103 ▲ 2 0 ▲ 0 0 ▲ 35 ▲ 32 ▲ 73 ▲ 71

▲ 26 ▲ 879 236 ▲ 449 ▲ 31 ▲ 76 ▲ 55 ▲ 112 ▲ 176 ▲ 242

▲ 53 ▲ 284 45 ▲ 137 ▲ 12 ▲ 19 ▲ 16 ▲ 33 ▲ 69 ▲ 94

27 ▲ 596 191 ▲ 312 ▲ 19 ▲ 57 ▲ 38 ▲ 79 ▲ 106 ▲ 148

614 563 389 368 68 59 41 32 116 103

前年比 前年比

法人税等（△）

当期純利益

信用コスト（△）

実質業務純益

一般貸倒引当金（△）

業務純益

コア業務純益

臨時損益

経常利益

十八銀行（単体）

前年比

特別損益

税引前当期純利益

前年比 前年比

業務粗利益

資金利益

非資金利益

経費（△）

4行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）

2019年度 決算サマリー 

損益（4行単体合算） 

損益（FFG連結） 

Point 2 信用コストは614億円 

 フォワードルッキング引当、コロナ影響の予防的な

引当、経営統合に伴う引当基準統一など、計

570億円を引き当てたことにより、614億円の繰入 

Point 4 連結当期純利益は1,106億円 

Point 1 コア業務純益は789億円 

 前年比▲50億円 

– 高利回りの債券及び公金貸出金の償還による資

金利益の減少が主因 

【+3】 

【▲581】 

【▲391】 

【512】 

【2019年11月公表比】 

FY19 
実績 

前年比 

業務粗利益 2,221 ▲90 
実質業務純益 668 ▲172 
コア業務純益 675 ▲153 
経常利益 ▲53 ▲870 
連結当期純利益（※） 1,106 +547 

【▲578】 

【▲379】 

※親会社株主に帰属する当期純利益。前年比は、FFG連結(3行)＋十八銀行連結との比較。 

連
結
調
整 

当期純利益 （4行単体合算） 27 

  FFG単体 ▲107 

  みんなの銀行関連 ▲54 

  子会社損益 11 

  負ののれん 1,174 

  土地減損調整等 55 

FFG連結当期純利益 1,106 

（億円） 

長澤 

Point 3 当期純利益は27億円 

 前年比▲596億円 

– 上記信用コストに加え、睡眠預金引当と統合関

連費用等によるその他臨損▲83億円、統合に係

る固定資産減損等による特別損失▲110億円に

より、当期純利益は27億円 

5/8 

連結調整 

修正済 

差し替え済み 

 前年比+547億円 

– 十八銀行との経営統合による負ののれん 

発生益1,174億円計上 

3 

【2019年11月公表比】 
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2020年度 業績予想 

【銀行別】 損益推移 

134 
95 74 82 

▲145 

2 

FY18 FY19 FY20計 

コア業務純益 当期純利益 

55 51 42 38 

▲19 

26 

FY18 FY19 FY20計 

コア業務純益 当期純利益 

（億円） 

650  642  670  

503 

191 

519 

FY18 FY19 FY20計 

コア業務純益 当期純利益 
福岡銀行 

熊本銀行 

十八親和銀行 

損益（3行単体合算） 

通期計画 前年比 

業務粗利益 2,284 63 
実質業務純益 704 36 
コア業務純益 675 ▲0 
経常利益 560 613 
連結当期純利益（※） 400 ▲706 

損益（FFG連結） 

※親会社株主に帰属する当期純利益 

連
結
調
整 

当期純利益 （4行単体合算） 547 

  FFG単体 ▲103 

  みんなの銀行関連 ▲55 

  子会社損益 33 

  負ののれん - 

  土地減損調整 - 

  有価証券調整等 ▲23 

FFG連結当期純利益 400 

（億円） 

※FY17～19は単体合算ベース 

75 
67 

45 
32 

85 

41 

▲4 ▲8 

FY17 FY18 FY19 FY20計 

コア業務純益 当期純利益 

66 67 
48 42 51 41 

▲85 

10 

FY17 FY18 FY19 FY20計 

コア業務純益 当期純利益 

連結調整まとめ 

エクセルより 

長澤 

通期 通期 通期 通期

計画 計画 計画 計画

2,050 37 1,378 65 179 ▲ 7 492 ▲ 20

1,773 ▲ 12 1,151 16 173 ▲ 5 449 ▲ 23

国内部門 1,661 ▲ 28 1,055 3 173 ▲ 5 433 ▲ 25

国際部門 111 16 95 13 0 ▲ 0 16 3

277 49 227 49 6 ▲ 2 44 2

役務等利益 224 14 177 16 6 ▲ 2 41 1

特定･その他利益（債券除く） 23 ▲ 2 20 ▲ 4 1 0 2 2

債券関係損益 30 37 30 37 ▲ 0 ▲ 0 0 0

1,234 3 678 0 137 2 418 1

816 35 700 65 42 ▲ 9 74 ▲ 21

786 ▲ 2 670 28 42 ▲ 9 74 ▲ 22

708 624 700 462 31 62 ▲ 23 100

547 520 519 328 26 45 2 147

58 ▲ 556 35 ▲ 354 8 ▲ 60 15 ▲ 142信用コスト（△）

実質業務純益

コア業務純益

経常利益

非資金利益

経費（△）

前年比 前年比

当期純利益

十八親和銀行（単体）

前年比前年比

業務粗利益

資金利益

3行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体）

5/8 

連結調整 

修正済 

差し替え済み 
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トップラインの推移 2019年度実績 

2019年度実績【前年比】 

 資金利益は、公金貸出金や国債償還などを主因に前年比▲36億円 

 非資金利益は、投信・保険手数料の減少を法人関連フィー増加などでカバーし前年比▲2億円 

 経費は、十八銀行との経営統合にかかる費用発生などを主因とし▲12億円 

  非資金利益：▲2 
      

FY 

19 



有
価
証
券
・
国
際
部
門
等 



投
信
・
保
険
手
数
料 



そ
の
他
非
資
金
利
益 



経
費 

＋32 ▲45 

▲29 

839 

789 



預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ
利
息 

＋27 



貸
出
金
残
高
増
加
影
響 

 

貸
出
金
利
回
り
低
下
影
響 



公
金
貸
出
金 

▲14 ＋3 ▲13 
▲12 

  コア業務純益：▲50、公表比＋3 

  資金利益：▲36 

FY 
19  
実績 

FY 
18  
実績 

（億円） 

• 人件費：＋10 
• 物件費：▲17 
 （うち統合関連費用▲12)  
• 税金：▲4(消費税増税） 

法人関連フィー 
：＋22 （▲4bp） 

  国内預貸金利息：▲23 

• 国内有価証券：▲27 
• 国際有価証券等：＋13 
• 国際貸出金：＋32 
• 国際部門調達他：▲31 

億円単位精査 

恒吉 

貸出金利息の表
記の削除検討 （うち公金▲14、長崎▲13※公金除く） 
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2019年度連結純利益 前年比要因 
恒吉 

▲38 559 
▲83 

+49 

税
金
費
用 

み
ん
な
の
銀
行 

▲110 ▲54 

負
の
の
れ
ん 

前年比+634（税引後） 

▲12 

統
合
関
連
費
用 

前年比▲87（税引後） 

信
用
コ
ス
ト 

税
金
費
用 

負
の
の
れ
ん 

有
証
損
益 

臨
損
・
特
損 

コ
ア
業
務
純
益 

559 

1,106 

▲563 

▲32 

▲50 
▲83 

＋1,174 

前年比+547（税引後） 

下記要因のぞく 

負ののれん・統合関連・みんなの銀行・ＦＬ引当等 

472 

FY 
18 
実績 

FY 
19 
実績 

FY 
18 
実績 

FY 
19 
実績 

連結当期純利益 

～ ～ 
▲183 

+7 

＋1,174 
+284 

連
結
調
整
等 

▲10 
コ
ア
業
務
純
益 

有
証
損
益 

信
用
コ
ス
ト 

臨
損
・
特
損 

連
結
調
整
等 

税
金
費
用 

（
う
ち
有
証
ア
モ
チ
償
却 

） 

▲28 

（億円） 

▲87 

+164 

睡
眠
預
金
引
当 

▲35 

Ｆ
Ｌ
引
当 

コ
ロ
ナ
引
当 

～ 
※ 

※十八銀行の子会社長崎保証サービス 
 統合関連費用（信用コスト▲7億円）含む 

統合関連費用 
税引前

（前年比) 
税引後 

(前年比) 

コア業純(償却統一) ▲12 ▲9 

信用コスト(銀行合算） ▲65 ▲48 

信用コスト(関連会社) ▲7 ▲5 

システムコスト ▲25 ▲18 

合併費用 ▲9 ▲7 

店舗減損 ▲32 ▲22 

合計 ▲151 ▲110 

▲418 

５/7 決算修正
に伴う計数修正 
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トップラインの推移 2020年度計画 

2020年度通期計画【前年比】 

 公金貸出金や国債償還などの収益下押し圧力を、貸出金残高の増加や資産運用商品販売の増加などで
打ち返し、コア業務純益は前年並みの786億円を計画 

  非資金利益：+12 
      

FY 

19 


有
価
証
券
・
国
際
部
門
等 



投
信
・
保
険
手
数
料 



そ
の
他
非
資
金
利
益 



経
費 

＋41 ▲38 ▲7 789 786 



預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ
利
息 

＋20 



貸
出
金
残
高
増
加
影
響 

 

貸
出
金
利
回
り
低
下
影
響 



公
金
貸
出
金 

▲8 ＋0 ▲7 ▲3 

  コア業務純益：▲2 

  資金利益：▲12 

FY 
20  
計画 

FY 
19  
実績 

（億円） 

• 人件費：＋7 
• 物件費：▲7 
 （うち統合関連費用▲2)  
• 税金：▲3 

法人関連フィー 
：＋9 

（▲3bp） 

  国内預貸金利息：▲5 （うち公金▲8） 

• 国内有価証券：▲19 
• 国際有価証券等：▲2 
• 国際貸出金：▲17 
• 国際部門調達他：+31 

恒吉 

億円単位精査 

貸出金利息の表
記の削除検討 

• 国内有価証券：▲19 
• 国際有価証券等：▲2 
• 国際貸出金：▲17 
• 国際部門調達他：+31 



統合関連費用 
税引前

（前年比) 
税引後 

(前年比) 

コア業純(償却費) ▲2 ▲1 

信用コスト(銀行合算) 65 48 

信用コスト(関連会社) 7 5 

システムコスト ▲24 ▲18 

合併費用 ▲21 ▲15 

店舗減損 32 22 

合計 57 41 
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2020年度業績予想 前年比要因 
恒吉 

▲1 472 

▲14 
+3 

前年比▲757（税引後） 

～ 

+41 

前年比＋52（税引後） 

信
用
コ
ス
ト 

税
金
費
用 

負
の
の
れ
ん 

有
証
損
益 

臨
損
・
特
損 

コ
ア
業
務
純
益 

400 

1,106 
▲2 

前年比▲706（税引後） 

下記要因のぞく 

負ののれん・統合関連・みんなの銀行・ＦＬ引当等 

524 

FY 
19 
実績 

FY 
20 
計画 

FY 
19 
実績 

FY 
20 
計画 ～ 

～ 

+88 

+88 

連
結
調
整
等 

▲10 

コ
ア
業
務
純
益 

有
証
損
益 

信
用
コ
ス
ト 

臨
損
・
特
損 

連
結
調
整
等 

税
金
費
用 

（
う
ち
有
証
ア
モ
チ
償
却 

） 

連結当期純利益 （億円） 

+556 

+84 ▲205 

▲1,174 
▲52 

+1 

▲15 

税
金
費
用 

み
ん
な
の
銀
行 

▲０ 

負
の
の
れ
ん 

統
合
関
連
費
用 

睡
眠
預
金
引
当 

▲164 

Ｆ
Ｌ
引
当 

コ
ロ
ナ
引
当 

※ 

※十八銀行の子会社長崎保証サービス 
 統合関連費用（信用コスト7億円）含む 

▲1,174 +35 
+87 

+418 

５/7 決算修正
に伴う計数修正 

(2020年度計画） 

(2019年度実績） ▲54 

▲55 

▲110 

▲69 
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資金利益 

 資金利益は円債償還による収益減少を、有価証券多様化投資の拡大や国際部門の調達コスト改善等に
より、カバーしていく計画 

 国内貸出金利息は公金償還により減少も、中小企業向け残高の増加で前年比5億円減少に留める計画 

 国内預貸金粗利鞘は貸出金利回りの低下を見込むものの、低下幅は縮小する計画 

長澤 

1.14 
1.10 1.07 

0.01 0.00 0.00 

FY18 FY19 FY20計 

＊国内貸出金・・・FFG向け・政府向け貸出金を除く 
＊国内資金・・・国内預金＋NCD 

1,421 1,394 1,389 

125 157 139 

294  267  248  

164 177 175 

▲ 12 ▲ 8 ▲ 8 
▲ 171 ▲ 202 ▲ 171 

FY18 FY19 FY20計 

国内有価証券 

＊国内貸出金・・・FFG向け・政府向け貸出金を除く 
＊国内資金・・・国内預金＋NCD 

 1,821 
（+32） 

（億円） 

資金利益（4行単体合算） 国内預貸金粗利鞘（4行単体合算） 

（%） 

国際有価証券等 

国内資金 

国際貸出金 

国内貸出金 

 1,784 
（▲36） 

貸出金 

粗利鞘 

預金 

1.13 
1.09 1.06 ▲4bp ▲3bp 

資金利益 
（前年比） 

 1,773 
（▲12） 

国際部門調達他 

（▲0） （３） （0） （うち投信解約益） 

（前年比） 

（▲26） （▲5） 

多様化投資 

47・64・95 
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総貸出金平残 

 2019年度の総貸出金平残は中小企業向け中心の残高増加により、年率+3.0%に拡大 

 2020年度は中小企業、個人向け貸出金の残高増加により、前期並みの年率を維持する計画 

FY19:決算後更新 

FY20業計:見直しあれ
ば更新（年率も） 

岡 

88,231  91,829  94,547  

11,896 
12,435 

12,857 
14,624 

14,352 
14,669 

14,690 
14,713 

14,814 

FY18 FY19 FY20計 

＊ :FFG向け・政府向け貸出金を除く （）内は年率 

福岡 

（億円） 

熊本 

親和 

4行合算 
129,441 
（2.2％） 

133,329 
（3.0％） 

136,886
（2.7％） 

（億円） 

55,718  57,375  59,995  

18,180  18,558  18,757  

35,328  35,928  
36,606  

15,373 15,288 
15,090 

4,842 6,180 
6,438 

FY18 FY19 FY20計 

129,441 
（2.2％） 

133,329 
（3.0％） 

136,886 
（2.7％） 

個人 

法人/ 
大・中堅 

法人/中小 

公金 

国際 

（1.4％） 

（3.0％） （4.1％） 

（3.0％） 

（▲0.9％） 

（0.1％） 

（0.7％） 

（0.2％） 
（0.7％） 

（3.0％） 

（3.0％） 

（▲0.6％） 

（2.1％） 

（1.7％） 

（4.6％） 

（▲1.3%） 

（1.1％） 

（1.9％） 

（27.4％） 
（27.6％） 

（4.2％） 

総貸出金（国内＋国際） 総貸出金（セグメント別）  

＊:FFG向け・政府向け貸出金を除く （）内は年率 

4行合算 

十八 

（2.3％） 
（4.5％） 

（3.4％） 

（▲1.5％） 
（▲1.9％） 

（2.2％） 

※セグメント別の内訳は4行で平仄を合わせた残高を記載 

4/28 

一旦済 
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総資金平残（預金+NCD） 

 顧客基盤の拡大等を背景に、総資金平残は増加基調が継続 

 2020年度も引続き増加基調が継続する計画 

103,926  107,956  112,203  

14,571  
14,439  

14,551  

23,165  
23,217  

23,328  

26,581 
26,907 

27,048 

FY18 FY19 FY20計 

（）内は年率 （）内は年率 

福岡 

熊本 

親和 

（億円） （億円） 

168,243 
（2.0％） 

172,520 
（2.5％） 

177,130 
（2.7％） 

40,833  42,136  43,301  

113,117  116,081  119,822  

12,914  
12,765  12,992  

1,379 1,537 1,015 

FY18 FY19 FY20計 

168,243 
（2.0％） 

172,520 
（2.5％） 

177,130 
（2.7％） 

（2.0％） 

（▲0.8％） 

（▲0.6％） 

国際 

公金 

個人 

法人 
（1.6％） 

（2.1％） 

（0.7％） 

（2.5％） 

（▲0.9％） 

（0.2％） 

（2.7％） 

（0.8％） 

（0.5％） 

（3.2％） 

（2.6％） 

（▲1.2％） 

（2.8％） 

（3.2％） 

（1.8％） 

（21.9％） （11.5％） （▲34.0％） 

総資金（国内＋国際） 総資金（セグメント別） 

4行合算 
4行合算 

十八 
（1.2％） 

（1.3％） 
（0.5％） 

※ セグメント別の内訳は4行で平仄を合わせた残高を記載 

FY19:決算後更新 

FY20業計:見直しあれば更
新（年率も） 

国際部門はオフショア除く 

岡 
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有価証券 

その他有価証券残高・評価差額（FFG連結） 

 2020年3月末の有価証券評価損益は＋929億円と、前年比減少したものの相応の水準を維持 

 円債デュレーションは長期化したものの、金利リスクに関する重要性テスト基準値は低位 

債券デュレーション・重要性テスト基準値 

有価証券関連実現損益（4行単体合算） 

2,058  1,670  1,421  

23,104  
18,120  

19,686  

1,840  

1,448  
1,624  

7,797  

7,228  
5,890  

5,890  

6,939  
8,651  

22,816  
20,420  

23,205  

2,492  
1,969  

1,586  

6,926  

5,884  
5,178  

8,455  

7,132  
7,315  

1,868  1,534  

929  

20/3末 

国 債 

地方債 

社 債 

外債等 

株 式 

福岡 

熊本 

親和 

18/3末 19/3末 

FFG連結 

［億円］ 

35,406 

40,690 
37,273 

（+1,867） 
十八 

評価差額 

FFG（3行）連結 + 十八連結 

※評価差額はFFG（3行）連結 

FFG（4行） 

連結 

3.2% 7.8% 5.9% 
2.27  2.26  

4.33  
2.95 2.81 

3.27 

18/3末 19/3末 20/3末 

円貨建 

外貨建 

※債券デュレーションはヘッジ考慮後 
 18/3末の重要性テスト基準値は旧基準 

重要性テスト基準値 

3行合算 4行合算 

［億円］ FY17 FY18 FY19 

株式 22 65 ▲1 

債券 ▲8 12 ▲7 

合計 14 77 ▲8 

5/12済 

（速報ベース） 

多様化投資の取り組み 

 多様化投資の主な取組み 
株式：日本株、外国株、PEファンド 

不動産：J-REITファンド、私募REIT 

証券化：住宅機構RMBS、米国MBS   等 

 残高 
 ［億円］ 

19/3 20/3 21/3予

多様化投資残高 5,326 7,411 約11,000
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非資金利益 

 非資金利益は、資産運用商品手数料や法人関連フィーを中心として増強する計画 

 資産運用商品販売は、相場変動に左右されないポートフォリオ営業を通じて積上げを図る 

1,762  
1,479  

2,324  

1,293  

1,210  

1,330  
96  

88  

88  1,054 

591 

909 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

FY18 FY19 FY20計 

非資金利益（4行合算＋FFG証券） 資産運用商品販売額 

49  53  49  

178  178  177  

65  87  96  

128 99 119 

30 29 
39 

▲ 114 ▲ 118 ▲ 120 

▲ 70 ▲ 65 ▲ 73 

FY18 FY19 FY20計 

（億円） （億円） ＊債券関連損益を除く 

為替手数料関連 

その他 
非資金利益 

266  264 
（▲2） 

 286 
（+22） 

法人関連フィー 

資産運用商品 

FFG証券 
（手数料収益） 

FFG合算 
（前年同期比） 

ローン保証料 

団信保険料 

【 】は保険料戻り 
 

【+20】 【+24】 

投資信託 

保険 

その他 
（外貨定期・公共債） 

FFG証券 

FFG合算 
（前年同期比） 4,205 

 3,368 
（▲837） 

4行合算 

【+14】 

 4,650 
（+1,282） 

＊FFG証券は投資信託・債券販売額の合計 

長澤 
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経費 

 2019年度は、出向戻入の増加、広告費削減等による減少の一方、統合関連費用、戦略的投資の増加
により12億円の増加。 

 2020年度は、過年度の戦略的投資による償却増、消費増税の影響により前年比＋3億円を計画。 

582 572 565

532 550 557

105 109 112

59.3%

60.9% 61.1%

0

500

1,000

1,500

FY18 FY19 FY20

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

（億円） 

1,219 
1,231 
（+12） 

（▲10） 

（+17） 

（+4） 

1,234 
（+3） 

（▲7） 

（+7） 

（+3） 

4行合算 
（前年比） 

税 金 

物件費 

人件費 
FY19 

コアOHR 

FY17～20の4年推移 

十八計数次第でFY17
は3行表示も検討 

決算後更新 

久保 



削
減
策
等 



出
向
者
給
与
戻
入 



消
費
税
等 



戦
略
的
投
資 



十
八
銀
行
統
合
関
連 


退
職
給
付
費
用 



手
当
等 

1,219 
+9 

▲19 
+4 1,231 

+12 
▲5 +10 

人件費 

▲10 

物件費 税金 
+4 ＋17 

（億円） 

FY18 FY19 



削
減
策
等 



消
費
税
等 

1,231 
▲2 +2 

+3 1,234 ▲5 +7 ▲2 

人件費 物件費 
+3 ＋7 
税金 

▲7 

FY20 

（億円） 

（
業
務
改
革
・
新
分
野
等
） 

（
不
動
産
償
却
方
法
変
更
等
） 

（
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
他
） 

FY19 



戦
略
的
投
資 

（
業
務
改
革
・
新
分
野
等
） 

＊コアOHR=経費/（業務粗利益－債券関連損益） 



出
向
者
給
与
戻
入 



退
職
給
付
費
用 



手
当
等 



十
八
銀
行
統
合
関
連 

（
償
却
方
法
変
更
反
動
等 

・ 
 

シ
ス
テ
ム
償
却
費
等 

） ▲11 

+13 

FY19増減要因（前年比） 

FY20増減要因（前年比） 

費目別・OHR（4行合算） 
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信用コスト・不良債権 

 2019年度の信用コストは、フォワードルッキング引当の導入等により614億円の繰入れを計上 

 2020年度は58億円の繰入れを計画 

信用コスト（4行合算） 不良債権残高・比率（4行合算） 
（億円） 

（億円） 

237  265  389  

1,698  1,694  1,477  

646  707  862  

1.82% 1.76% 1.66% 

18/3末 19/3末 20/3末 

要管理債権 

破産更生債権 

危険債権 

比率 

（億円） ※部分直接償却後 

合 計 2,581 2,666 2,727 

コストはFY16~20計 

不良債権は17/3～
20/3末の4年分推移 

決算後更新 

十八次第で過去値は3
行表示も検討 

岡 

うち統合関連+65 

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

新規倒産 9 4 7 5 1 ▲ 0 0 ▲ 1 1 ▲ 0

格下げ 224 ▲ 3 162 21 36 0 17 ▲ 13 9 ▲ 11

担保下落 14 ▲ 0 9 ▲ 3 2 1 2 1 1 0

FL引当 418 418 269 269 47 47 42 42 60 60

コロナ引当 87 87 75 75 4 4 6 6 2 2

統合関連 65 65 -          -             -          -             2 2 63 63

その他 17 10 18 13 ▲ 2 ▲ 3 0 ▲ 0 1 0

小計 835 581 540 380 88 50 70 37 137 115

格上げ ▲ 90 ▲ 14 ▲ 70 ▲ 12 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 11 ▲ 2 ▲ 3 3

率要因 ▲ 26 ▲ 1 ▲ 15 5 ▲ 3 2 ▲ 2 2 ▲ 5 ▲ 10

回収等 ▲ 105 ▲ 3 ▲ 67 ▲ 4 ▲ 11 10 ▲ 16 ▲ 5 ▲ 12 ▲ 4

小計 ▲ 221 ▲ 18 ▲ 151 ▲ 11 ▲ 20 10 ▲ 28 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 11

614 563 389 368 68 59 41 32 116 103

44 ▲ 7 45 25 16 8 ▲ 9 ▲ 18 ▲ 9 ▲ 22合計（特殊要因除く）

親和 十八

増
加
要
因

減
少
要
因

合 計

4行
合算 福岡 熊本

※統一PD変更要因10含む 

※ 

570 

4行合算 
（与信比率） 

21 

389 

35 8 

68 

8 9  

41 

8 13 

116 

8 

FY18 FY19 FY20

親和 

熊本 

福岡 

51 
（4bp） 

614 
（45bp） 

十八 58 
（4bp） 

経営統合関連  65 
コロナ関連   87 
FL引当   418 

■ FY19 信用コスト内訳 

計 

貸倒引当金・引当率の推移  

1,272  1,292  
1,825  

1.0% 1.0% 

1.3% 

18/3末 19/3末 20/3末 

貸倒引当金 

（億円） 

引当率 

（※）政府向け 

   貸出金除く 

（※）政府向け貸出金除く 



Part Ⅱ 

経営戦略 
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FFGを取り巻く経営環境 

九州経済の状況 

 足許の九州経済は、新型コロナウイルス感染拡大の影響から、個人消費や生産が減少 

 旺盛だったインバウンド需要は、日本を含め各国・地域が入国制限を行ったことから大幅に減少 

消費 

 百貨店売上高は大幅に減少 

 乗用車新車登録台数（軽自動
車含む）は弱めの動き 

 旅行は国内外とも大幅に減少 

 観光は急速に悪化 

（出所）「九州・沖縄の金融経済概況（2020年4月）」日本銀行 福岡支店 

生産 

 自動車は減少 

 船舶は低水準で推移 

 電子部品・デバイスはスマホ
向けを中心に弱めの動き 

 鉄鋼・非鉄金属は弱めの動き 

鉱工業指数（3月） 

5/21公表予定 

（出所）九州経済産業局 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 

100 

半導体関連 

自動車関連 

FY15=100 

146.9 

96.9 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 

（出所）九州運輸局 

20万人 

40万人 
 外国人入国者数（単月） 

1万人 

33万人（2019/3月） 

【 鉱工業生産指数 】～2020/3月時点～ 

【 インバウンドの状況 】～2020/3月時点～ 
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FFGの成長戦略 

 2020年度は、「業務プロセス再構築」「新しい投信ビジネスの確立」「みんなの銀行」「親和・十
八銀行の合併」を最重要戦略と位置づけ、持続的に高い競争力・成長力を実現するための基盤を構築 

構造改革 

第6次中期経営計画 

『 

ザ
・
ベ
ス
ト 

リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
バ
ン
ク 

』 

持
続
的
に
高
い
競
争
力
・
成
長
力
を
実
現
す
る 

長期 
ビジョン 

十八銀行との 

経営統合 

次期中計 

2019.4 2022.3 

事務/システム統合（2021.1） 

店舗統合（2021.5～） 

業務プロセスの再構築 

事業モデルの高度化 

       法人金融サービス・個人金融サービス・市場運用など 

デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進  

       iBank、 

経営統合（2019.4） 

Ⅰ 業務プロセス再構築 

Ⅱ 新しい投信ビジネスの確立 

Ⅳ みんなの銀行 

Ⅲ 親和・十八銀行の合併 



 ペーパーレス・印鑑レス・オペレーションレス 

 

 

主要施策Ⅰ 業務プロセスの再構築 

 ペーパーレス・印鑑レス・オペレーションレスの実現とポストコロナにおける顧客行動の変化を踏ま
えたセルフ化・デジタル化の加速により、業務効率化と顧客利便性向上を同時実現 

 今中計期間に銀行および関連会社の業務量の約２割を削減し、成長分野へリソースをシフト 

19 

＜福岡銀行本店＞ 

 銀行取引のセルフ化・デジタル化の加速 

    

 店頭へのタブレット導入  投信取引の電子化 

 保険取引の電子化 

 住宅ローン契約のWeb化 

 消費性ローン契約の電子化 

 事務の本部集中拡大  RPA・AI-OCRの導入拡大 

FY17 FY18 FY19 FY20 FY21

効果本格発現 

～ポストコロナを踏まえて～ 

 顧客行動の変化を捉えたセルフ取引・デジタル取引推進 

   ATM・インターネットバンキング・銀行アプリ等 

   へのシフト 

2020年度中に実装 

FY20 FY21 FY22 FY23 FY24

行員 
〔行員の業務〕 

 ▲700人分 

〔パート等の業務〕 

 ▲1,300人分 

関連会社 
・パート 

▲1,300名程度 

FY21 FY22 FY23 FY24

関連会社 
・パート 

行員 

再配置 

2,000 
▲1,300名程度 

 投信販売やみんなの 

銀行などの成長分野 

への再配置 

 採用調整による人員 

減少（自然減） 

2,000人分相当 

 の業務量を削減 

（全体の約2割） 

営業店・本部・関連会社の業務量 



 お客さまのニーズに沿った「専門性の高いサービス」の提供と長期リレーションによる「安定的な 
資産形成」を後押しすることで、「FFGの安定収益」と「顧客基盤の拡大」を実現 

1. 営業スタイルの変革 

2. 時間分散提案を促進  積立型商品の提案により資産形成サポートと顧客裾野を拡大 

 ポートフォリオ型営業スタイルの確立 

 短期の相場変動に左右されない長期の視点での資産形成サービスを展開 

 「投信のパレット」サービスの展開（福岡銀行） 

 投資信託の専門担当者がお客さま一人一人に適した提案
で、“長期にわたる資産づくり”をサポート  

FFG独自のシステム 

 国内約4,800本の投資信託のほぼすべてを公平中立に
評価・分析 

 お客さまと将来の目標リターンを共有し、最適
な投資信託の組合せを国際分散投資でご提案 

5段階評価 

20 

比較チャート 

主要施策Ⅱ 新投信ビジネスの確立 

今後のサービス展開  定額換金受取サービス（2020.8～）  在宅オンラインサービス（2020.10～） 
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主要施策Ⅲ 十八銀行との経営統合 

 今年度は、合併・事務システム統合を着実に実行し、新銀行の礎を作り上げる1年 

 シナジーは、今年度まで統合費用が先行するが、来年度から黒字化予定 

スケジュール 

▼ 2020.10 親和銀行と十八銀行の合併 

効
率
化
（
コ
ス
ト
シ
ナ
ジ―

） 

事務 
システム 

統合 
統合準備 ▼ 2021.1 事務システム統合 

店舗 
統合 

統合準備 

本部 
スリム化 

FFG 
活用 

合併後 
更なる 

スリム化 

人財活用 

関連会社効率化・機能強化 
関連会社

統合 

持株会社機能強化・成長分野への人財投入 

項目/    
スケジュール 

収益シナジー 
      相互の営業ノウハウ/ネットワークの 

徹底活用 

効率的 
営業活動 

20/3末 25/3末 

店舗統合 

71拠点 

統合コスト 
システム統合コスト システム償却費（5年償却） 

店舗減損 

シ
ナ
ジ
ー
効
果 

 
 

 
 

億
円 

100 

一体化 
による 
効率化 

21/3末 22/3末 

次期中計  第6次中計【今中計】 

シナジー効果 

今中計期間 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY25 FY26

-150 

統合 
コスト 

コスト 
シナジー 

収益 
シナジー 

-100 

-50 

50 

計画 実績 

統合コストの前倒処理 
→ 来年度以降はコスト減少 

収益･コストシナジー 
は計画通り進捗 

100億円 

 統合コストの前倒処理 

店舗減損 

計画 見込 増減 

▲150 ▲130 20 

システム統合累計コスト 

FY19 

FY20 システム統合コスト 



 2020年度中の開業に向けて「みんなの銀行」ならではのビジネスモデルをゼロベースで構築 

 新銀行で得られた果実を還元・共有することでFFG全体のDXの加速・実現に寄与 

ビジネスモデルの概要 
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主要施策Ⅳ みんなの銀行 

みんなの銀行 

次世代バンキングシステム 
 

パートナー企業 

B2C 事業 BaaS事業 1 2 

新しい 

金融サービス 

金融機能 

非金融サービス 

＋ 

デジタル 
ネイティブ世代 

パートナー顧客 

既存ビジネスへのシナジー 

専門人財の 
獲得・還流 

最先端のテクノロジー 
に関する知見 

新しい金融 
サービスの共有 

取
組
み
の
果
実
を
還
元
・
共
有 

収益構造 

消費性ローン 

その他 
付加価値サービス 

カード・決済 

消費性ローン 

ホワイトラベル 
顧客管理 

ソリューション 
外販 

① 

Ｂ
2

Ｃ
事
業 

 
② 
Ｂ
ａ
ａ
Ｓ
事
業 

 



主要施策の収益効果（イメージ） 

 利回り低下等の収益下押し圧力を、主要施策の収益効果でカバーし、収益積上げを実現 

 次期中計最終年度には、FY19対比で300億円程度の収益効果を目指す 

業務プロセス再構築 

新投信ビジネス 

みんなの銀行 

親和・十八銀行合併 

将来の成長に向けた 

投資先行 

成長投資と収益効果 連結OHR 

FY18 FY19 FY20 FY21 FY24

60.6% 

69.9% 

（+9.3％） 

60%程度へ 

次期中計  

投資効果が顕在化 

OHR改善に向けた取組 
【FY19～FY24】 

効果（概算） 

福岡 
銀行 

業務プロセス再構築  行員数▲600名 

熊本 
銀行 

業務プロセス再構築 
店舗内店舗の活用 

 行員数▲150名 
 64⇒57拠点（▲7） 

十八親和 
銀行 

業務プロセス再構築 
統合シナジーの実現 

 行員数▲600名 
 185⇒114拠点 

みんなの 
銀行 

魅力あるサービスの開発 
効果的なプロモーション 

 開業後4年目から   
収益貢献 

+1.1 

FY18 
実績 

FY19 
実績 

+1.6 

60.6% 

69.9% 
（+9.3） 

十
八
統
合
費
用 

（
う
ち
ア
モ
チ 

） 

+2.1 

み
ん
な
の
銀
行 

+1.5 

業
務
粗
利
減
少 

+1.1 

そ
の
他
経
費
増
加 

+3.1 

十
八
合
算 

業務粗利減少：+1.5 
みんなの銀行：+2.1 
十八合算影響：+3.1 
十八合併費用：+1.6（内有証アモチ償却1.1） 
その他         ：+1.0 
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第6次中計 

▲170億円 FY19 FY24 

+300 

  億円 

（▲71） 

拠点数 
FY18
実績 

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 
FY24
見込 

FY18比 

KMB 64 ▲4 ▲3 ▲4 ▲4 - - 49 ▲15 

JSB 185 ▲3 ▲68 - - - 114 ▲71 

計 249 ▲7 ▲3 ▲72 ▲4 - - 163 ▲86 

人員 FY19実績 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY24見込 FY19比 

行員 7,883 ▲160 ▲289 ▲352 ▲322 ▲247 6,513 ▲1,370 

パート等 5,080 ▲130 ▲130 ▲130 ▲130 ▲130 4,430 ▲650 

合計 12,963 ▲290 ▲419 ▲482 ▲452 ▲377 10,943 ▲2,020 

※非開示 



24 

資本政策・株主還元 

自己資本比率（FFG連結） 

 資本の健全性維持を前提に、株主還元と企業価値向上に向けた成長投資を行い、バランスのとれた 
資本運営を目指す 

10.2 

10.7 

12%程度 

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 

実績・見込 

中計 

3行ベース 4行ベース 

（億円、％） 資本政策 

10%台半ば 

コア資本 
（左軸） 

配当方針 

資本政策 
健全性の維持を前提に、成長投資と株主 

還元のバランスをとった資本運営を目指す 

バーゼルⅢ

規制延期 

 

2020年度 
十八銀行との経営統合による一過性の要因

があるため、配当目安テーブルに関わらず
前年度と同様に年間85円を計画 

株主還元 

安定的な利益成長による継続的な配当 
（維持・増配）を目指す 

 配当性向：35％程度 
（配当目安テーブルを設定） 

 

１株あたり 

配当額推移 
（単位：円） 

65 75 85 85 85 

FY16 FY17 FY18 FY19 FY20計 

フォワードルッキング引当 

みんなの銀行への投資 

（要因） 

実績 見込 
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新型コロナウイルスの影響 

想定される主な影響 

 経済活動停滞に伴うマイナス影響がある一方、企業の資金需要は大きく増加 

 与信費用は、現時点で想定される影響をFY19決算に最大限織り込み済み 

貸倒引当金の状況 

与信費用・与信比率の推移  

18/3末 19/3末 20/3末 21/3計 

与信費用 

与信比率 

▲21 
（特殊要因除く） 

18/3末 19/3末 20/3末 21/3計 

▲2bp 4bp 45bp 4bp 

51 

614 

58 

44 

リーマンショック時
（09/3末）は620億円 

※FFG3行＋十八銀行 

1,354  1,272  1,292  

1,825  

1.1% 
1.0% 1.0% 

1.3% 

17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 

貸倒引当金 

引当率 

貸倒引当金・引当率の推移  

法人 個人 市場 

 資金需要の増加（＋） 

 設備投資の減少（▲） 

 ｶｰﾄﾞﾛｰﾝの需要増加（＋） 

 投信・保険の販売減少（▲） 

 ドル調達コストの低下（＋） 

 配当利回りの低下（▲） 

（億円） 

（※） 

（※）政府向け貸出金除く 

（※） 

※政府向け貸出金除く 

（※）政府向け 

   貸出金除く 

（※）政府向け 

   貸出金除く 
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新型コロナウイルスへの対応 

 足許においては、感染拡大防止策を徹底しながら、お取引先の資金繰り支援に確りと対応 

 ポストコロナを見据えた対応を現在進めている構造改革に取り入れていくことで、持続的に高い競争
力・成長力を実現 

お
取
引
先
支
援 

感
染
拡
大
防
止 

“現在”の主な取組み “ポストコロナ”の主な取組み 

 資金繰り支援 

 予防的な資金調達の支援 

 コロナの影響を踏まえた予防
的な引当 

 フォワードルッキングな引当 

 インターネットバンキング・     

セルフ取引へのシフト 

 在宅勤務・交代勤務の実施 

 非対面営業の実施 

 WEB等によるリモートセールス強化 

 顧客取引のデジタル化・セルフ化 

 店舗形態の見直し・余剰スペースの活用 

 新たなデジタルソリューションの開発・展開 

 資産形成サポート 

 本業支援ニーズ

の高まり 

 サプライチェーン

の国内回帰・  

冗長化 

 新たな成長産業

の出現 

 将来への備え、 

リスクに対する 

意識の高まり 

 デジタル化・   

リモート化 

 Eコマース化・

キャッシュレス化 

 ライフプラニング 

法人のお取引先 

個人のお客さま 

銀行運営体制 

 事業性評価 

 ビジネスマッチング 

 事業戦略策定支援 

 Ｍ＆Ａ・事業承継 

 人材紹介支援 

 デジタル化支援 

 新産業創出支援 

 リスクコンサルティング 

22万先以上 

600万人以上 



Part Ⅲ 

【参考資料】計数 



セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残 

8,144  8,123  

3,853  3,809  

2,627  2,700  

14,624 14,632 

FY18 FY19
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公金 

個人 

法人 

地
区
別
平
残 

本州等 

熊本 

長崎 

福岡 

九州 

50,233  52,049  54,065  

22,218  22,247  22,621  

9,486  9,204  9,095  

81,937  83,501  85,781  

FY17 FY18 FY19

※FFG・政府向け貸出金除く ※劣後受益権除く ※劣後受益権除く 

6,003  6,100  6,269  

4,446  4,650  4,881  

1,165  1,144  
1,284  

11,614 11,893 
12,434 

FY17 FY18 FY19

7,836  7,604  7,477  

4,555  4,578  4,617  

2,410  2,398  2,209  

14,802 14,580 14,302 

FY17 FY18 FY19

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体） 

63,428  64,432  66,309  

1,013  982  
994  

836  802  713  
4,650  4,738  4,920  
12,010  12,547  

12,845  

81,937  83,501  
85,781  

FY17 FY18 FY19

362  375  392  

10,767  11,048  11,571  

486  470  
471  

11,614  11,893  
12,434  

FY17 FY18 FY19

※政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く 

十八銀行（国内単体） 

※政府向け貸出金除く 

1,572  1,626  
99  112  

11,340  11,177  

1,614  1,718  

14,624  14,632  

FY18 FY19

1,495  1,478  1,471  

11,006  10,875  10,586  

889  919  913  

1,412  1,309  1,332  

14,802  14,580  14,302  

FY17 FY18 FY19

（億円） 

（億円） 

国内貸出金平残（銀行別） 
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業
種
別
貸
出
金 

業
種
別
金
融
再
生
法
開
示
債
権 

（億円） 

（億円） 

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

2,727 100.0% 1,535 100.0% 368 100.0% 345 100.0% 479 100.0% 61 △38 37 27 36

製造業 432 15.8% 253 16.5% 57 15.5% 64 18.7% 58 12.1% 92 42 30 25 △6

農業・林業 35 1.3% 21 1.4% 8 2.2% 4 1.0% 2 0.4% 4 0 2 1 0

漁業 6 0.2% 2 0.1% 2 0.6% 1 0.2% 1 0.2% △1 1 △1 0 △1

鉱業・採石業・砂利採取業 1 0.0% － － 1 0.2% － － － － △1 － 0 0 △1

建設業 110 4.0% 64 4.1% 15 4.1% 19 5.5% 13 2.7% △3 △11 8 △2 3

電気・ガス・熱供給・水道業 16 0.6% 14 0.9% 2 0.6% － － － － 8 10 △2 － －

情報通信業 11 0.4% 3 0.2% 4 1.0% 2 0.7% 2 0.5% △1 △1 0 △1 1

運輸業・郵便業 72 2.7% 43 2.8% 4 1.2% 15 4.5% 10 2.1% 4 0 △5 5 4

卸売業・小売業 672 24.6% 366 23.8% 64 17.5% 105 30.5% 136 28.4% 50 39 3 1 5

金融業・保険業 75 2.8% 73 4.8% 2 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 △1 1 0 0

不動産業・物品賃貸業 286 10.5% 166 10.8% 46 12.5% 29 8.5% 44 9.3% △60 △53 △3 △10 5

うち不動産業 282 10.3% 164 10.7% 45 12.1% 29 8.5% 44 9.1% △21 △52 △3 △9 44

その他各種サービス業 692 25.4% 330 21.5% 119 32.3% 57 16.6% 187 38.9% △49 △81 2 5 27

国・地方公共団体 － － － － － － － － － － － － － － －

その他 318 11.7% 201 13.1% 43 11.8% 48 13.8% 26 5.4% 18 18 1 0 △1

十八

2020年3月末

福岡 熊本 親和
4行単体

合算 十八

2019年3月末比

国内店分

（除く特別国際金融取引勘定）

4行単体

合算 福岡 熊本 親和

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

162,845 100.0% 108,169 100.0% 16,161 100.0% 17,978 100.0% 20,535 100.0% 12,470 9,191 817 778 1,684

製造業 8,834 5.4% 6,409 5.9% 498 3.1% 1,043 5.8% 883 4.3% △72 △115 13 45 △14

農業・林業 407 0.2% 204 0.2% 94 0.6% 30 0.2% 78 0.4% 0 △1 9 2 △10

漁業 303 0.2% 131 0.1% 26 0.2% 53 0.3% 91 0.4% 18 15 △1 6 △3

鉱業・採石業・砂利採取業 203 0.1% 122 0.1% 7 0.0% 61 0.4% 12 0.1% △5 △20 1 14 1

建設業 3,554 2.2% 2,117 2.0% 485 3.0% 546 3.0% 404 2.0% 158 79 28 47 4

電気・ガス・熱供給・水道業 4,006 2.5% 3,001 2.8% 198 1.2% 371 2.1% 434 2.1% 475 435 8 10 21

情報通信業 488 0.3% 329 0.3% 37 0.2% 48 0.3% 71 0.3% △27 △22 △1 △6 1

運輸業・郵便業 7,152 4.4% 6,038 5.6% 173 1.1% 502 2.8% 438 2.1% 458 452 31 42 △66

卸売業・小売業 12,269 7.5% 8,952 8.3% 869 5.4% 1,013 5.6% 1,435 7.0% 307 246 29 28 5

金融業・保険業 6,445 4.0% 5,737 5.3% 69 0.4% 88 0.5% 550 2.7% 881 912 △1 △41 12

不動産業・物品賃貸業 29,643 18.2% 22,604 20.9% 2,466 15.3% 2,407 13.4% 2,165 10.5% 1,650 1,184 113 90 263

うち不動産業 26,190 16.1% 20,031 18.5% 2,396 14.8% 2,145 11.9% 1,616 7.9% 1,147 793 96 86 172

その他各種サービス業 12,880 7.9% 8,057 7.4% 1,536 9.5% 1,569 8.7% 1,717 8.4% △414 △204 9 △24 △194

国・地方公共団体 40,310 24.8% 21,513 19.9% 4,701 29.1% 5,578 31.0% 8,516 41.5% 8,303 5,697 372 518 1,715

その他 36,344 22.3% 22,950 21.2% 4,997 30.9% 4,662 25.9% 3,733 18.2% 739 536 210 46 △54

2019年3月末比

国内店分

（除く特別国際金融取引勘定）

2020年3月末

熊本
4行単体

合算福岡 熊本 親和
4行単体

合算 十八 福岡 十八親和

国内貸出金平残（業種別） 



担当 精査 

高田 ― 

10,116  10,126  10,290  10,285  10,392  

1,759  1,766  1,802  1,843  1,879  

1,556  1,573  1,530  1,521  1,536  

13,432  13,466  13,624  13,650  13,808  

2018/3末 2018/9末 2019/3末 2019/9末 2020/3末 
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アパートローン残高（プロパー貸出金） 

342  361  
397  414  437  

2018/3末 2018/9末 2019/3末 2019/9末 2020/3末 

投資用不動産ローン残高（プレステージ） 

福岡 

熊本 

親和 

［+1.4%］ ［+2.0%］ ［+3.0%］ 
［+1.3%］ 

［+31.3%］ 
［+31.5%］ 

（億円） 

（億円） 

4,765 

アパートローン（プロパー貸出金）の状況 

1,517 1,320 
630 

318 

5,255 

 都市部（福岡/熊本/長崎の中心区域）で6割 

審査スタンス 

［+16.3%］ 

地域別残高 

福岡市 北九州市 熊本市 

長崎市 佐世保市 
その他 

 債務者属性、融資対象物件の両面を検証し、総合的に判断 

 特に物件については、将来性、流動性を調査のうえ、空室リス
ク、金利リスクを勘案しＣＦを検証 

空室リスク 10年毎に10%空室率が上昇するストレス負荷 

金利リスク 5年目以降2%上昇のストレス負荷 

［+1.4%］ 

［ ］は年率 

［ ］は年率 

九州都市部 

61.9％ 

［+14.7%］ 延滞率 担保評価（時価ベース） 

件数ベース 0.32％ 

金額ベース 0.27％ 

残高① 13,808億円 

担保評価② 11,465億円 

担保カバー率（②÷①） 83.0％ 

延滞率 

件数ベース0.28% 

金額ベース 0.30% 

［+10.2%］ 

アパートローン残高 
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7,570  7,984  8,477  

6,946  6,354  5,911  

135  199  20  

14,651  14,537  14,408  

FY17 FY18 FY19

63,787  68,765  73,538  

31,409  
30,232  

29,626  

4,537  
3,691  

3,378  
99,733  

102,688  
106,543  

FY17 FY18 FY19

12,661  13,468  14,266  

9,124 8,527 7,910 

1,457  1,118  994  

23,242  23,112  23,170  

FY17 FY18 FY19

科
目
別
平
残 

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残 

NCD 

固定性 

流動性 

（億円） 

（億円） 

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体） 

10,726  10,645  10,664  

3,478  3,439  3,429  

447  453  314  

14,651  14,537  14,408  

FY17 FY18 FY19

68,203  70,084  72,503  

24,709  25,547  26,696  

6,821  7,056  
7,344  

99,733  
102,688  

106,543  

FY17 FY18 FY19

14,695  14,865  15,072  

5,758 5,656 5,743 

2,789  2,591  2,354  

23,242  23,112  23,170  

FY17 FY18 FY19

公金 

法人 

個人 17,522  17,841  

6,191 6,269 

2,814  2,752  

26,526  26,862  

FY18 FY19

十八銀行（国内単体） 

16,464  17,391  

8,687 8,170 

1,375  1,301  

26,526  26,862  

FY18 FY19

国内資金平残（銀行別） 
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４行単体合算 

1.19  1.18  
1.15  1.13  

1.10  1.09  

1.00  
0.98  0.96  0.94  0.92  0.91  

1.83  1.82  1.81  1.80  
1.77  1.75  

0.68  
0.63  

0.55  
0.51  

0.45  0.44  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下 FY19上 FY19下 

公金 

貸出金 
全体 

法人 

個人 

（％） 

※FFG・政府向け貸出金除く 

国内貸出金利回り（セグメント別） 
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預
金
等
利
回
り 

貸
出
金
利
回
り 

1.13  
1.08  

1.04  

0.92  0.88  0.85  

1.78  1.76  1.72  

0.72  
0.60  

0.49  

FY17 FY18 FY19

0.02  

0.01  
0.00  

0.00  

0.00  
0.00  

0.07  

0.02  

0.01  

0.02  
0.01  

0.01  

FY17 FY18 FY19

0.04  

0.01  
0.01  

0.00  

0.00  
0.00  

0.08  

0.02  
0.01  

0.03  

0.01  0.01  

FY17 FY18 FY19

0.03  

0.01  

0.01  
0.00  

0.00  0.00  

0.07  

0.01  
0.01  

0.04  

0.02  
0.02  

FY17 FY18 FY19

1.40  1.35  
1.30  

1.35  
1.29  1.26  

1.64  1.61  1.56  

0.67  
0.56  

0.48  

FY17 FY18 FY19

1.27  
1.23  

1.20  

1.09  1.06  1.03  

1.95  1.91  1.87  

0.52  
0.42  0.37  

FY17 FY18 FY19

個人 

全体 

法人 

固定性 

全体 

流動性 

（％） 

（％） 

公金 

※FFG・政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く 

NCD 

1.20  
1.15  

1.02  0.96  

2.17  2.15  

0.38  
0.32  

FY18 FY19

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体） 十八銀行（国内単体） 

※政府向け貸出金除く 

0.01  

0.01  0.00  
0.00  

0.04  

0.02  

0.02  

0.02  

FY18 FY19

国内預貸金利回り（銀行別） 
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預貸金の種類別構成比 

国内貸出金（20/3末） 国内資金（20/3末） 

4行合算 福岡 熊本 
親和・ 
十八 

短期プライム基準 22.6% 18.6% 28.3% 30.8% 

短期スプレッド 6.1% 7.6% 2.0% 3.7% 

短期貸出金 28.7% 26.2% 30.3% 34.5% 

変動プライム基準 24.3% 24.6% 35.8% 18.7% 

市場金利変動 7.9% 9.9% 2.0% 5.1% 

長期変動 32.2% 34.6% 37.8% 23.8% 

うち固定住宅ローン 5.9% 5.5% 4.6% 7.5% 

長期固定 39.1% 39.2% 31.9% 41.8% 

長期貸出金 71.3% 73.8% 69.7% 65.5% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

4行合算 福岡 熊本 
親和・ 
十八 

有利息 56.5% 58.2% 54.6% 53.5% 

無利息 12.1% 13.0% 6.0% 12.1% 

流動性預金 68.7% 71.2% 60.7% 65.6% 

コア預金 21.7% 21.2% 32.1% 19.8% 

大口預金 7.4% 5.6% 7.2% 11.3% 

定期性預金 29.1% 26.8% 39.3% 31.1% 

NCD 2.2% 2.0% 0.1% 3.3% 

定期性預金・NCD 31.3% 28.8% 39.3% 34.4% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

感応金利種類別ポートフォリオ 

短プラ連動 46.7% 43.2% 64.1% 48.5% 

短期市場金利連動 14.0% 17.5% 4.0% 8.8% 

長プラ連動 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

固定金利 39.3% 39.2% 31.9% 42.6% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

4/27済み 
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デ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン 

そ
の
他
有
価
証
券
残
高 

1,570  1,262  1,115  

12,380  

9,596  
11,440  

617  

548  

735  

4,613  

4,224  
3,265  

3,636  

4,791  

6,650  

22,816  

20,420  

23,206  

1,561  
1,297  

891  

18/3末 19/3末 20/3末 

1.99  2.09  

4.26  

2.95  2.81  

2.81  

18/3末 19/3末 20/3末 

2.49  2.50  

3.64  

18/3末 19/3末 20/3末 

173  137  123  

5,638  
4,757  

3,985  

259  

229  

238  

857  

760  

808  
24  

6,927 

5,885 

5,178 

275 
208 

128 

18/3末 19/3末 20/3末 

外貨建 

円建 

（億円） 

（年） 

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 

外債等 

社債 

地方債 

国債 

評価差額 

株式 

※連結ベース15年変国は、12/3末まで理論値採用 

2.98  
2.66  

3.58  

18/3末 19/3末 20/3末 

26  23  16  

1,950  

1,487  
1,299  

14  

11  
13  

503  

448  

258  

2,492 

1,969 

1,586 

69 
57 

33 

18/3末 19/3末 20/3末 

※15年変国は、12/9末まで理論値採用 ※15年変国は、12/9末まで理論値採用 

248  179  

2,280  
2,962  

661  
638  

1,795  
1,559  

2,148  
1,977  

7,133 7,315 

254 257 

19/3末 20/3末 

十八銀行 
※連結ベース 

4.17  

5.47  
5.38  

4.80  

19/3末 20/3末 

有価証券（銀行別） 
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29  

21  
15  

2  

2  

2  

10  

9  

8  

▲ 4 ▲ 4 ▲ 1 

37 

29 

23 

FY17 FY18 FY19

25  
20  

14  

1  

1  

1  

6  

6  

6  

▲13 ▲12 ▲12 

18  

14  

9  

FY17 FY18 FY19

1,779  

950  813  

648  

653  
747  

79  

47  45  

15  

24  21  

2,522  

1,676  1,628  

FY17 FY18 FY19

投資 
信託 

保険 

外貨 
預金 

公共債 資
産
運
用
商
品
販
売
額 

（億円） 

非
資
金
利
益 

（億円） 

83  
66  57  

13  

18  24  

52  
51  52  

31  
36  

52  

180 
170 

186 

FY17 FY18 FY19

内国 
為替 

その他 

外為 
デリバ 

投信 
保険 

※４行とも債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く 

※４行とも投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ） 

560  

294  
233  

177  

151  

142  

1  

1  

5  

0  

0  

0  

740  

448 

381 

FY17 FY18 FY19

667  

281  220  

279  

261  

216  

2  

5  

3  

1  

2  

1  

951  

550  

441  

FY17 FY18 FY19

235  211  

227  

103  

4  

3  

9  

7  

476  

325  

FY18 FY19

21  

13  

▲1 ▲1 

15  

13  

▲ 12 
▲ 7 

23 

18 

FY18 FY19

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 十八銀行 

非資金利益・資産運用商品販売額（銀行別） 
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0  1  1  1  1  2  
0 

31 29 

▲10 
▲25 

35 

▲ 8 

8 

68 

(▲6bp) 

(5bp) 

(43bp) 

FY17 FY18 FY19

信
用
コ
ス
ト 

318  311  313  

294  294  300  

64  63  65  

676  668  677  

52.4% 50.7% 51.3% 

FY17 FY18 FY19

経
費
・
コ
ア
Ｏ
Ｈ
Ｒ 

（億円） 

※コアOHR = 経費 ÷（業務粗利益ｰ債券関連損益） 

物件費 

人件費 

税金 

コアOHR 

0  1  0  1  1  2  
▲ 23 

22 
6 

▲12 

▲15 

32 

▲ 34 

9 
41 

(▲22bp) 

(5bp) 

(23bp) 

FY17 FY18 FY19

4  2  7  14  12  9  
9 84 93 

▲ 15 
▲ 77 

281 

12 

21 

389 

(1bp) 

(2bp) 

(37bp) 

FY17 FY18 FY19

（億円） 

回収等 

格付変動 

担保下落 

新規倒産 

与信費用 
比率 

68  66  64  

61  62  61  

11  11  11  

139  139  136  

71.4% 71.6% 72.6% 

FY17 FY18 FY19

96  93  94  

88  88  88  

16  16  17  

200  197  199  

72.6% 74.7% 
81.5% 

FY17 FY18 FY19

112  102  

88  101  

15  16  

215  219  

76.3% 81.3% 

FY18 FY19

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 十八銀行 

1  1  0  1  
14 6 

▲3 

108 
13 

116 

(7bp) 

(56bp) 

FY18 FY19

経費・信用コスト（銀行別） 



40  50  

254  261  

149  
168  

443 
479 

2.33% 2.32% 

19/3末 20/3末 

38 

5,023  5,332  5,201  

9.03% 
9.71% 9.56% 

18/3末 19/3末 20/3末 

881  887  893  

9.70% 9.62% 9.26% 

18/3末 19/3末 20/3末 

1,075  1,094  1,061  

9.26% 
9.96% 

9.53% 

18/3末 19/3末 20/3末 

28  36  44  

218  230  210  

59  52  91  

306 318 
345 

1.96% 
1.83% 1.91% 

18/3末 19/3末 20/3末 

不
良
債
権
残
高
・
比
率 

124  163  257  

1,041  992  787  

379  419  492  

1,545  1,573  1,535  

1.61% 1.58% 
1.41% 

18/3末 19/3末 20/3末 

28  27  38  

196  218  219  

84  
87  

111  
308  

331  
368  

2.32% 
2.14% 2.26% 

18/3末 19/3末 20/3末 

※部分直接償却後 

不良債権 
比率 

要管理債権 

危険債権 

破産更生 
債権 

※部分直接償却後 ※部分直接償却後 

（億円） 

信用リスク：先進的内部格付手法 

オペリスク：粗利益配分手法 

信用リスク：標準的手法 

オペリスク：粗利益配分手法 

信用リスク：標準的手法 

オペリスク：粗利益配分手法 

バーゼルⅢ（国内基準） バーゼルⅢ（国内基準） バーゼルⅢ（国内基準） 

自
己
資
本
・
比
率 

自己資本 
比率 

コア資本 

（億円） 

連結 

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 十八銀行 
※部分直接償却後 

（FIRB） AIRB 

信用リスク：標準的手法 

オペリスク：基礎的手法 

バーゼルⅢ（国内基準） 連結 

1,450  1,406  

11.43% 
10.87% 

19/3末 20/3末 

不良債権・自己資本比率（銀行別） 
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【参考資料】九州経済 



マーケットシェア 

40 

18.0兆円 

福岡銀行 

10.6兆円 

西日本ｼﾃｨ銀行 

0.5兆円 

福岡中央銀行 

0.8兆円 

筑邦銀行 

2.5兆円 

佐賀銀行 

0.2兆円 

佐賀共栄銀行 

2.8兆円 

親和銀行 

3.0兆円 

十八銀行 0.2兆円 

長崎銀行 6.0兆円 

肥後銀行 

2.4兆円 

熊本銀行 

5.0兆円 

鹿児島銀行 

0.8兆円 

南日本銀行 

3.4兆円 

大分銀行 

0.5兆円 

豊和銀行 

3.3兆円 

宮崎銀行 

0.7兆円 

宮崎太陽銀行 

××兆円 

××銀行 総資産 

（20/3末） 

出所：各行決算開示資料 

地銀 第二地銀 

1.3兆円 

北九州銀行 
福
岡
県 

熊
本
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

177万人 74千所 5.2兆円 11.2兆円 

長
崎
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

136万人 63千所 3.7兆円 8.2兆円 

佐
賀
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

82万人 38千所 2.0兆円 5.3兆円 

12

22

40

47

8

10

13

10

5

3

23

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

熊本 肥後 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

25

29

29

41

5

6

11

8

2

1

28

15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

親和 十八 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

34

36

4

7

10

14

22

19

3

4

28

21

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

佐賀 佐賀共栄 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

28

32

20

26

6

6

10

5

10

12

27

18

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

福岡 西日本C 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

人口 事業所 貸出金 預貯金 

506万人 223千所 21.5兆円 35.9兆円 

大
分
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

115万人 54千所 3.4兆円 7.7兆円 

宮
崎
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

110万人 53千所 3.2兆円 6.1兆円 

鹿
児
島
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

163万人 77千所 5.0兆円 9.7兆円 

九 

州 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

1,287 

万人 

583 

千所 

44.0 

兆円 

84.0 

兆円 

 出所：金融ジャーナル「金融マップ2020年版」 

    総務省「28年経済センサス」 
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貸金

大分 豊和 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

37

45

10

13

9

8

18

11

1

1

26

22

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

宮崎 宮崎太陽 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

38

47

7

10

13
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9

3

3

23

15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

鹿児島 南日本 信金・信組 労金・農協 大手行 その他



景気動向 
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福岡地方※ 

北九州 
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予
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熊
本
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長
崎
県 

福
岡
県 

出所：日本銀行 

予
測 

※ 福岡地方：福岡県に佐賀県を加え、北九州を除いた範囲 

予
測 

予
測 

日銀短観 業況判断D.I. 

九 

州 

全 

国 
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生産動向 

全 

国 

九 

州 
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出所：九州経済産業局 

鉱工業生産指数（FY15=100） 【九州】主要産業の生産動向 

3月分未反映 

5/21公表予定 
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設備投資・住宅投資 

出所：国土交通省 
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出所：日本銀行 

計
画 

見
込 

設備投資：日銀短観（前年同期比） 住宅着工件数 

全 

国 

九 

州 

全 

国 

九 

州 
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地価動向 

＜国土交通省：2020年地価公示の概要＞ 

○ 全国平均 ：住宅地は3年連続、全用途・商業地は5年連続で上昇 

○ 三大都市圏：住宅地、商業地ともに各圏域で上昇 

○ 地方圏  ：地方四市（札幌市・仙台市・広島市・福岡市）では住宅地、 

        商業地ともに上昇 
          地方四市以外では、ほぼ横ばいの変動率で推移 

 （国土交通省 2020年3月発表） 

住宅地 商業地 

2019 2020 増減 2019 2020 増減 

全国 0.6 0.8 +0.2 2.8 3.1 +0.3 

3大都市圏 1.0 1.1 +0.1 5.1 5.4 +0.3 

東京圏 1.3 1.4 +0.1 4.7 5.2 +0.5 

福岡県 2.6 3.5 +0.9 4.9 6.7 +1.8 

佐賀県 0.3 0.6 +0.3 0.3 0.6 +0.3 

長崎県 0.0 0.2 +0.2 1.3 1.2 ▲0.1 

熊本県 1.0 1.1 +0.1 3.4 3.5 +0.1 

大分県 0.8 1.3 +0.5 0.9 1.1 +0.2 

宮崎県 ▲0.3 ▲0.2 +0.1 ▲1.0 ▲0.7 +0.3 

鹿児島県 ▲1.0 ▲0.9 +0.1 ▲1.0 ▲0.9 +0.1 

山口県 0.1 0.3 +0.2 ▲0.3 ▲0.2 +0.1 

住宅地 商業地 

2019 2020 2019 2020 

福岡市 5.3 6.8 12.3 16.5 

北九州市 ▲0.1 0.1 1.0 1.3 

福岡県内主要都市 

熊本県内主要都市 

長崎県内主要都市 

（対前年平均変動率：％） 

住宅地 商業地 

2019 2020 2019 2020 

熊本市 1.3 1.5 6.2 6.3 

八代市 ▲0.4 ▲0.4 ▲0.9 ▲0.8 

住宅地 商業地 

2019 2020 2019 2020 

長崎市 1.0 1.3 5.9 5.3 

佐世保市 ▲0.1 0.1 0.6 0.6 

出所：国土交通省 

（対前年平均変動率：％） 

公示地価変動率 
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企業倒産 
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出所：東京商工リサーチ 
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銀行貸出金残高（前年同月対比） 
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預金 
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【照会先】 

株式会社 ふくおかフィナンシャルグループ 

経営企画部 広報グループ 

 TEL  ： 092 － 723 － 2255 

 E-mail ： ffg-ir@fukuoka-fg.com   

 H P ： https://www.fukuoka-fg.com 

 本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。 

 本資料に記載された事項の全部または一部は予告なく修正または変更されることがあります。 

 本資料に記述されている将来の業績予想等につきましては、経営環境の変化等に伴い、予想あるいは目標対比 

変化し得ることにご留意ください。 

 なお、本資料の全部又は一部を当社の承諾なしに転写・複製し、又は第三者に伝達することはできませんので 

ご注意下さい。 


